
病院経営の危機的状況に対する
救済措置・財政支援の要望

2024年11月18日発表の3病院団体による「2024年度病院
経営定期調査」で、病院経営の危機的状況が浮き彫りとなり
ました。

2022年度と2023年度を比較すると、外来患者と入院患者
の減少により病院の収入が減少し、水道光熱費の効率化に
努めたものの、医薬品や診療材料の費用が増加したことで、
赤字に転落する病院が増加しています。また、新型コロナウイ
ルス感染症対策のための緊急包括支援交付金などが減少し
たことにより、赤字病院の割合が大幅に増加、病院の経営状
況が急速に悪化していることが明らかになりました。このままでは、
地域医療の崩壊は免れません。

医業損益の前年同月比較（2023年6月/2024年6月）でも
減収・減益となっており、2024年度はコロナ支援金がほぼ支
給されなくなったため、経常収支は2023年度に比べて一段と
悪化、さらに深刻な経営状況に陥ることが避けられないと危惧
されます。

このように病院は深刻な経営不振の状況に陥っており、この状
況が続けば経営破綻に追い込まれ、地域社会に大きな影響
が出る可能性が極めて高いと言わざるを得ません。地域住民
の生命を守り、良質の医療を提供し続けるためにも、緊急の
財政支援が必要です。一刻も早く、特例的な救済措置を講
じていただきたく、強く要望いたします。



Ⅰ 全施設

有効回答の経年比較（2022年度／2023年度／2024年度）

Ⅱ 開設主体別

 ３病院団体による病院経営定期調査において、2024年度調査の有効回答数は1,242病院であった。
 許可病床数による病床規模別に有効回答数を2023年度及び2024年度調査と比較した病床規模別の回答

数増減ではすべて増加し、全体では126病院の増加となった。
 病床規模別有効回答数の比較では、100～199床が31.3%と最も多くを占めた。
 開設主体別有効回答数の比較では、医療法人が46.1％と最も多くを占めた。

2022年度 2023年度 2024年度
有効 有効 有効 回答数 増減
回答数 回答数 回答数 増減 比率

20～99床 146 14.6% 176 15.8% 178 14.3% +2 +1.1%

100～199床 305 30.6% 354 31.7% 389 31.3% +35 +9.9%

200～299床 150 15.0% 150 13.4% 195 15.7% +45 +30.0%

300～399床 140 14.0% 165 14.8% 169 13.6% +4 +2.4%

400～499床 100 10.0% 111 9.9% 129 10.4% +18 +16.2%

500床～ 157 15.7% 160 14.3% 182 14.7% +22 +13.8%

合計 998 100.0% 1,116 100.0% 1,242 100.0% +126 +11.3%

割合

前年度との比較

割合 割合

2022年度 2023年度 2024年度
有効 有効 有効 回答数 増減
回答数 回答数 回答数 増減 比率

国 44 4.4% 54 4.8% 72 5.8% +18 +33.3%

自治体 213 21.3% 211 18.9% 265 21.3% +54 +25.6%

その他公的 147 14.7% 167 15.0% 177 14.3% +10 +6.0%

医療法人 465 46.6% 556 49.8% 573 46.1% +17 +3.1%

その他公的 129 12.9% 128 11.5% 155 12.5% +27 +21.1%

合計 998 100.0% 1,116 100.0% 1,242 100.0% +126 +11.3%

割合 割合

前年度との比較

割合



Ⅰ 全施設

医業損益への影響 年度比較（2022年度/2023年度）
100床あたりの平均

Ⅱ 開設主体別

 全病院の医業損益の年度比較では、医業収益の伸びは＋2.8％、医業費用＋2.5％により、2023年度の
医業利益は前年よりわずかに赤字が縮小し、経常利益は医業外収益の大幅な減収により、2022年度の黒
字から赤字に転じた。

 2023年度の全病院の100床あたりの医業利益が－20,195万円、経常利益は－3,722万円、補助金を除
く損益差額は－16,654万円、コロナ関連の補助金を除く経常利益は－8,426万円であった。また、人材
紹介会社へ支払う紹介手数料・委託料は、2022年度231万円、2023年度373万円であった。

 開設主体別の医業損益比較では、医業収益の前年比は自治体の＋3.5％が最も高く、次いでその他私的の
＋3.2％であった。医業利益の比較では、すべての開設主体で2期赤字で、2023年度の赤字額は、自治
体の－45,271万円が最も多かった。また、経常利益では医療法人、その他私的が2期黒字・減益、国、
自治体、その他の公的が黒字から赤字に転じ、赤字額では自治体の－12,721万円が最大であった。

 補助金等を除く損益差額、コロナ関連の補助金を除く経常利益では、すべての開設主体で2期赤字であっ
た。



Ⅲ 医業利益・経常利益（コロナ関連、水道光熱費の補助金による影響）

医業損益への影響 年度比較（2022年度/2023年度）
100床あたりの平均

 2022年度の100床あたり医業利益が－20,563万円の赤字に対して、経常利益は＋13,344万円の黒字
ではあるが、コロナ関連の補助金を除く経常利益では－7,700万円の赤字であった。

 2023年度は医業利益－20,195万円の赤字に対して、経常利益－3,722万円の赤字、コロナ関連の補助
金を除く経常利益も－8,426万円の赤字となり、2022年度は黒字であった経常利益は赤字に転じた。



Ⅰ 全施設

医業損益への影響 前年同月比較（2023年6月/2024年6月）
100床あたりの平均

Ⅱ 開設主体別

 医業損益の前年同月比較、100床あたりの平均では、全病院の医業収益は前年比－1.5%の減収、医業費
用は＋0.6%の増加となり、医業利益の赤字額は483万円増加し、医業外収益は前年比－16.7％の減収、
経常利益は－520万円から－1,240万円になり赤字額は720万円増加していた。コロナ関連緊急包括支
援事業補助金の入金額は166万円から9万円に減少していた。

 開設主体別の医業損益の前年同月比較では､すべての開設主体で医業利益が2期赤字となり、最大の赤字の
増加幅は自治体の－1,184万円であった。経常利益では医療法人以外の開設主体で2期赤字、医療法人は
＋44万円から－92万円に黒字から赤字に転化した。

 2024年６月期の医業利益では、自治体の－4,579万円が最大の赤字額で、最小の赤字額は医療法人の－
231万円であった。経常利益は、自治体の－2,247万円の赤字額が最大であった。



Ⅲ 医業利益・経常利益（コロナ関連、水道光熱費の補助金による影響）

医業損益への影響 前年同月比較（2023年6月/2024年6月）
100床あたりの平均

 2023年6月期の100床あたり医業利益が－1,735万円の赤字に対して、経常利益は－520万円の赤字で、
コロナ関連の補助金を除く経常利益では－691万円の赤字であった。

 2024年6月期の100床あたりの医業利益は－2,219万円の赤字に対して、経常利益は－1,240万円の赤
字で、コロナ補助金を除く経常利益では－1,252万円の赤字であった。

 医業利益、経常利益、コロナ補助金を除く経常利益について赤字幅が拡大した。



Ⅰ 全体推移 （2018年度/2019年度/2020年度/2021年度/2022年度/2023年度）

6年連続年度比較 医業利益、経常利益
100床あたりの平均

参考

Ⅱ 医業利益・経常利益の推移



Ⅱ 医業利益・経常利益の推移

Ⅰ 全体推移（2019年6月/2020年6月/2021年6月/2022年6月/2023年6月/2024年6月）

6年連続同月比較 医業利益、経常利益
100床あたりの平均

参考
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